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対 象 意見又は質問 

省令案 

第 7条、第 8条 

取引を行う目的、職業の確認について 

⑴ 「取引を行う目的」「職業」は多種多様であることから、

どのようなことを確認するのか、ガイドライン等に例示して

いただきたい。例示にあたっては、詳細すぎるものにならな

いよう、例えば「家計の管理」や「会社員」といったレベル

に留めていただきたい。 

⑵ また、確認方法は「申告を受ける方法」とされているが、

口頭によるもの、電話によるもの、web 画面上のもの、リス

ト方式によるもの（顧客が選択する方法、顧客に記入しても

らう方法又は顧客から聞き取った内容を担当者が記録する

方法）のいずれも「申告を受ける方法」に該当することをガ

イドライン等に明記いただきたい。 

省令案 

第 9条第 1項 

実質的支配者の本人特定事項の確認は、申告を受ける方法に

よるが、実質的支配者の有無の確認も、申告を受ける方法（申

込書等にチェックボックスを設け、チェックさせる等）で良い

か。 

省令案第 12 条 クレジットカード契約の取引時確認について、本人特定事項

は主務省令第 12 条第 1 号に規定する方法を利用し、取引を行

う目的、職業及び実質的支配者の本人特定事項は自社で確認す

る方法が認められると解して良いか。 

万一、認められないとされる場合、取引時確認業務に支障が

生じることから、修正願いたい。（金融機関に口座を開設した

顧客と、後日、クレジットカード契約を締結する場合を想定）

 


